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○ 対応状況 

「規制・制度改革に係る対処方針」（平成２２年６月１８日閣議決
定）の対処方針については、農協に対する監査への公認会計士の
更なる活用などＪＡ全国監査機構が策定した「行動計画」を確実に
実施させ、監査の質の向上や客観性の向上等を促進 

規制・制度改革に係る対処方針（抄） 
〔平成22年６月18日閣議決定〕 

規制改革事項 ⑥農協に対する公認会計士監査の実施 

 対処方針 
・併せて、適正なガバナンスの確保及びコンプライアンス強
化に向け、農協に対する監査の独立性、客観性及び中立
性の強化を図る。＜平成２２年度中措置＞ 
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○ 行動計画の実施状況 

2 

行動計画 実施状況 

監査体制の強化 
 

○22年度から信連及び厚生
連の監査は 全国本部に
専門チームを編成し、専
門性・独立性を一層高度
にして監査を実施（会計
士帯同約１００人日から
３００人日へと３倍増） 

 

・ 各県監査部が実施していた信連
及び厚生連の監査について、独立
性や専門性を高めるため、平成22
年度から全国本部にそれぞれ専門
チームを編成して監査を実施。 

 

・ 平成22年度の信連及び厚生連に
ついての公認会計士の帯同日数は
２８７人日。 
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行動計画 実施状況 

監査の一層の質的向上  
 

○ＪＡを対象に会計監査
での公認会計士活用を
大幅に拡大することを
めざす  

 

・22年度から段階的に
帯同を拡大し、24年
度１，６００人日
（20年度約１００人日）
へと増強  

 

・ＪＡ全国監査機構は
公認会計士20年度５
人から24年度３０人
へと６倍増をめざす  

・ 平成22年度のＪＡへの公認会計士
の監査帯同は、５１ＪＡ（２２８人
日）。併せて、４９連合会（３２２
人日）にも監査帯同。 

 

・ 平成23年度は、①信用リスク等に
ついてストレスをかけ、財務上のリ
スクが高いとされた重点審査ＪＡ及
び②各都道府県で少なくとも１ＪＡ
について、公認会計士の帯同を行う
こととし、１１０ＪＡ（７６０人
日）を計画し、実施中。 

 

・ 平成22年度に公認会計士数は５名
から１０名に増員、平成24年２月８
日現在１５人に拡大。平成24年度末
までに３０人まで増員する予定。 
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行動計画 実施状況 

業務監査の充実 
 

○ＪＡの法令遵守、不祥事
対策等の内部統制報告書
の整備状況等に即した監
査手続きを段階的に充実 

 

○ＪＡの事業運営に関する
指導と連携した業務監査
を一層強化するため、22
年度から県監査部は内部
審査を廃止し、ＪＡ監査
に特化（ＪＡ監査への従
事年間７，０００人日の
増） 

 

・  平成22年度から業務監査の実施
に当たって、毎年度の課題認識、取
組方針、重点課題の設定等を主な
内容とする業務監査実施方針を定
めて監査を実施。 

 

   業務監査実施方針に基づき、全般
的な内部統制の整備や法令遵守の
観点から監査を行うなど業務監査の
拡充を図ったところ。 

 

・  県監査部はＪＡの監査に専念し、
平成22年度のＪＡに対する業務監査
日数は１２，０００人日。 

 


